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	処分の概要
	社会福祉法人等への使用の許可

	例規名
根拠条項
	交野市営住宅設置及び管理条例　第30条第1項

	例規番号
	平成9年条例第18号

	【根拠条文】
(社会福祉法人等に対する使用許可等)
第30条　市長は、社会福祉法(昭和26年法律第45号)第22条に定める社会福祉法人及び法第45条第1項の事業等を定める省令(平成8年厚生省令・建設省令第1号)第2条に定める者(以下「社会福祉法人等」という。)が市営住宅を使用して同省令第1条に定める事業を行うことが必要であると認める場合においては、当該社会福祉法人等に対して、市営住宅の適正かつ合理的な管理に著しい支障のない範囲内で、当該市営住宅の使用を許可することができる。
2　市長は、前項の許可に条件を付すことができる。
3　社会福祉法人等は、第1項の規定により市営住宅を使用しようとするときは、市長が定める事項を記載した書面を提出して、市長の許可を受けなければならない。

【基準】
根拠条文に同じ。

(※)社会福祉法
(名称)
第二十三条　社会福祉法人以外の者は、その名称中に、「社会福祉法人」又はこれに紛らわしい文字を用いてはならない。

(※)公営住宅法第四十五条第一項の事業等を定める省令
(公営住宅法第四十五条第一項の事業)
第一条　公営住宅法(以下「法」という。)第四十五条第一項に規定する厚生労働省令・国土交通省令で定める事業は、次に掲げる事業とする。
　一　児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第六条の三第一項に規定する児童自立生活援助事業(次条において「児童自立生活援助事業」という。)又は同法第六条の三第八項に規定する小規模住居型児童養育事業(次条において「小規模住居型児童養育事業」という。)
　二　老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第五条の二第六項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業
　三　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成十七年法律第百二十三号)第五条第十五項に規定する共同生活援助(次条において「共同生活援助」という。)を行う事業
　四　ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法(平成十四年法律第百五号)第八条第二項第二号に規定するホームレス自立支援事業により就業した者に対して生活上の支援を行う事業(地方公共団体が当該事業に要する費用の全部又は一部を負担してその推進を図るものに限る。)

(法第四十五条第一項の者)
第二条　法第四十五条第一項に規定する厚生労働省令・国土交通省令で定める者は、次に掲げる者とする。
　一　地方公共団体
　二　医療法人
　三　一般社団法人又は一般財団法人
　四　特定非営利活動促進法(平成十年法律第七号)に基づき設立された特定非営利活動法人
　五　小規模住居型児童養育事業を行う者で児童福祉法第二十七条第一項第三号の規定により都道府県、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市若しくは児童福祉法第五十九条の四第一項に規定する児童相談所設置市(以下この号において「都道府県等」という。)から委託を受けているもの又は児童自立生活援助事業を行う者で同法第三十三条の六第一項の規定により都道府県等から委託を受けているもの
　六　介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者で同法第八条第二十項に規定する認知症対応型共同生活介護を行うもの又は同法第五十四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者で同法第八条の二第十五項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護を行うもの
　七　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービス事業者で共同生活援助を行うもの


	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	令和5年6月8日
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